
 

 

事業の全体的な流れ 
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目的や実施内容を団体で話し合い、関係機関

との調整のうえ、具体的な計画を立ててくださ

い。 

事業ごとに「交付申請書」を作成し、関係書

類を添えてメール、郵送、持参のいずれかで提

出してください。※メールの場合、一部原本の

提出が必要な書類があります。 

審査会にて、審査を行います。一般事業に申

請した団体は、審査会への出席が必要です。審

査の結果は、速やかに申請団体に連絡をしま

す。予算を超える事業が採択された場合、希望

通りに交付決定されない可能性があります。 

注意事項をよく読んで事業の準備を始めてく

ださい。 

補助対象となる経費は、交付決定日から使え

ます（決定日以前の領収書は無効なので、注意

してください）。 

事業の中止、大きな内容変更、補助対象経費

総額の３割を超える減額、補助金額の増額があ

る場合は、事前に「変更申請書（様式 4）」によ

る申請が必要です。 

期間中、補助金の一部を概算払い（前払い）

することができます。金額は、交付決定額の７

割までです。希望する場合は、「概算払請求書

（様式 5）」を作成し、郵送または持参で提出し

てください。 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

安全に事業を実施してください。活動時の傷

害保険が必要な場合は、加入をしてください。 

「実績報告書（様式 6）」を作成し、領収書の

写し等、関係書類を添えてメール、郵送、持参

のいずれかで提出してください。※一部データ

での提出があります。 

報告書等の検査後、補助金額確定通知書が届

きますので、「補助金請求書（様式 9）」を提出し

てください。補助金が振り込まれます。 


